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「財産」のことなら青山財産ネットワークス
ホームページでは旬な情報を随時更新しています

代表取締役社長

新年を迎えましたが皆様いかがお過ごしでしょうか。当社ではコロナ禍に
おいて新たな取り組みをスタートいたしました。自社スタジオを新設し、
WEBセミナー等を活用してタイムリーにお客様に情報発信ができる体制
を整えました。また、1月にファミリーオフィスの子会社を設立し、非財産
領域のサービス提供もスタートしています。当社グループ全体でお客様に
貢献できるように尽力してまいります。
本年もどうぞよろしくお願いいたします。

自社スタジオ新設と
ファミリーオフィスの新会社設立

青山財産 検索 https://www.azn.co.jp

Special Feature

ファミリーオフィス
サービス開始のご案内
AZN News

2021年度（令和3年度）税制改正大綱発表
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早稲田大学法学部卒業。日本興業銀行の行費留学生として
米国フレッチャー法律外交大学院卒業、国際金融法務で修士
号取得。金融全般、特にプライベートバンキング、同族系企業
経営、新規事業創造、個人のファイナンシャルプランニングと
金融機関のリテール戦略等を専門とする。
著書に『世界のプライベート・バンキング「入門」』（ファースト
プレス）、訳書に『ファミリービジネス 賢明なる成長への条件』
（中央経済社） 等

【プロフィール】
・早稲田大学商学学術院 ビジネス・ファイナンス
  研究センター 上級研究員（研究院教授）
・公益社団法人日本証券アナリスト協会プライベート
  バンキング 教育委員会委員長

非財産分野

相乗効果

財産分野

一族理念I

個々人の
成長と育成
II

事業経営と
一族財産の
運用

III

事業及び財産の承継IV

社会貢献V

ファミリー
ガバナンス

VI

■ファミリーオフィスサービス6つの領域

青 山 財 産 検索
https://www.azn.co.jp/column

　
青
山
財
産
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ス
は
、2
0
2
1
年

1
月
に
新
会
社・青
山
フ
ァ
ミ
リ
ー
オ
フ
ィ
ス
サ
ー

ビ
ス
を
設
立
し
、サ
ー
ビ
ス
を
開
始
し
ま
し
た
。

　
フ
ァ
ミ
リ
ー
ビ
ジ
ネ
ス（
＝
同
族
企
業
）が
永
続

的
に
発
展
し
て
い
く
た
め
の
仕
組
み
を
整
備
・
運

用
す
る
サ
ー
ビ
ス
で
す
。当
社
で
は
こ
れ
ま
で
、企

業
オ
ー
ナ
ー
の
皆
様
に
対
し
、「
財
産
」面
を
中
心

に
支
援
し
て
ま
い
り
ま
し
た
が
、今
後
は「
非
財

産
」の
領
域
も
含
め
、よ
り
包
括
的
に
お
手
伝
い

し
て
ま
い
り
ま
す
。

　
蓮
見 
新
サ
ー
ビ
ス
立
ち
上
げ
の
き
っ
か
け
は
、

財
産
承
継
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
行
う
中
で
の
気

付
き
で
し
た
。企
業
オ
ー
ナ
ー
に
は「
出
来
る
だ
け

多
く
の
資
産
を
次
世
代
に
残
し
た
い
」と
い
う

ニ
ー
ズ
が
あ
り
ま
す
が
、じ
っ
く
り
ヒ
ア
リ
ン
グ
を

し
て
い
る
と
、実
は
、「
ど
ん
な
想
い
で
こ
の
事
業

を
運
営
し
て
き
て
、今
後
は
ど
う
し
て
い
き
た
い

の
か
」と
い
う
点
に
問
題
の
本
質
が
あ
り
ま
す
。

　
そ
し
て
、壁
に
ぶ
つ
か
る
の
は「
3
代
目
」へ
の

承
継
時
で
す
。私
た
ち
は
こ
れ
ま
で
、主
に
創
業
世

代
か
ら
2
代
目
へ
の
事
業
承
継
を
お
手
伝
い
し
て

き
ま
し
た
が
、多
く
の
企
業
は
今
、3
代
目
に
バ
ト

ン
を
渡
す
タ
イ
ミ
ン
グ
に
差
し
掛
か
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
と
き
、「
大
切
に
し
て
き
た
企
業
理
念
や
一
族

の
一
体
性
を
、次
の
世
代
に
確
実
に
つ
な
い
で
い
け

る
の
だ
ろ
う
か
」と
い
う
不
安
が
生
ま
れ
ま
す
。

3
代
目
と
も
な
る
と
創
業
世
代
と
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
が
希
薄
な
上
、価
値
観
も
多
様
化
。

承
継
候
補
者
が「
継
が
な
い
」と
い
う
選
択
を

す
る
ケ
ー
ス
も
多
発
し
ま
す
。

　
オ
ー
ナ
ー
企
業
の
有
形
資
産
を
支
え
て
い
る
の

は「
創
業
の
理
念
や
事
業
運
営
の
基
本
的
行
動
指

針
」と
い
う
無
形
資
産
。世
代
交
代
し
て
も
、ま
た
、

場
合
に
よ
っ
て
は
所
有
と
経
営
を
分
離
さ
せ
て
第

三
者
の
専
門
経
営
者
に
経
営
を
任
せ
る
こ
と
に

な
っ
た
と
し
て
も
、一
族
が
大
切
に
し
て
い
る
理
念

が
承
継
さ
れ
、永
続
的
発
展
を
遂
げ
て
い
く
た
め

に
は
、「
仕
組
み
」が
必
要
で
す
。そ
の
仕
組
み
の
整

備
と
運
用
を
支
援
す
る
た
め
に
、こ
の
フ
ァ
ミ

リ
ー
オ
フ
ィ
ス
サ
ー
ビ
ス
を
開
始
し
ま
し
た
。

　
本
サ
ー
ビ
ス
で
は
、非
財
産
領
域
と
し
て「
一
族

理
念
」「
個
々
人
の
成
長
と
育
成
」「
フ
ァ
ミ
リ
ー
ガ

バ
ナ
ン
ス
」「
社
会
貢
献
」に
フ
ォ
ー
カ
ス
し
ま
す
。

そ
こ
で
、フ
ァ
ミ
リ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
へ
の
非
財
産
分
野

も
含
め
た
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
に
お
い
て
30
年
の
実

績
を
持
ち
、早
稲
田
大
学
商
学
学
術
院
ビ
ジ
ネ

ス
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
研
究
セ
ン
タ
ー
上
級
研
究
員

（
研
究
院
教
授
）も
務
め
る
米
田
隆
氏
を
お
迎
え

し
ま
し
た
。

　
米
田 

同
族
企
業
は
、一
族
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ

を
強
く
活
か
し
た
事
業
を
行
う
こ
と
で
社
会
か

ら
認
め
ら
れ
、地
域
に
も
貢
献
し
て
い
ま
す
。

そ
れ
は
ま
さ
に『
公
的
資
産
』と
も
言
え
る
で
し
ょ

う
。公
的
資
産
を
支
え
る
一
族
で
あ
る
か
ら
に
は
、

メ
ン
バ
ー
個
々
の
資
産
だ
け
で
な
く
、目
に
見
え

な
い
一
族
が
大
切
に
し
て
き
た
価
値
を
守
り
、次

世
代
に
伝
え
て
い
た
だ
き
た
い
。一
族
の
使
命
を

明
確
に
定
義
し
、永
続
化
す
る
た
め
に
は
、『
フ
ァ

ミ
リ
ー
ガ
バ
ナ
ン
ス
』の
整
備
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。

こ
れ
ま
で
3
代
以
上
続
く
フ
ァ
ミ
リ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
の

研
究
、お
よ
び
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
行
っ
て
き
た

経
験
を
活
か
し
、お
手
伝
い
を
し
て
ま
い
り
ま
す
。

「非財産」領域を
包括したサービスで
ファミリービジネスの
永続的発展を支援

ファミリーオフィスサービス、2021年1月スタート

▼

対談した記事（前編・後編）はホームページでお読みいただけます
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「
理
念
」と
い
う
無
形
資
産
を

世
代
を
超
え
て

承
継
す
る
た
め
に
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2021年度（令和3年度）
税制改正大綱発表
昨年12月に発表された税制改正大綱は、コロナ禍による厳しい経済状況が
考慮され、近年に比べ減税項目が目立つ内容となりました。
今回は以下の項目をご紹介いたします。

昨今、企業の売買（Ｍ＆Ａ）がよく行われていますが、買手は買収資金を用意しなければならず、この資金負担がネックとなり企業買収が
できないことがあります。しかし、会社法において、現金の代わりに自社株式を交付して企業買収を行う株式交付制度ができました。
ところが、この株式交付の場合、売手は現金を受け取ることができないにもかかわらず、株式譲渡益に対する譲渡税を支払わなければ
ならないので、納税できないという問題があります。
今回の税制改正により株式交付された場合、売手は譲渡税の繰り延べをすることができることとなります。これによりさらにＭ＆Ａが
活発になることが期待されます。

株式対価Ｍ＆Ａ税制の創設

退職所得課税の適正化 土地の固定資産税の税額据え置き

企業の持続的成長に役立つ一定の企業変革デジタル投資に
対し、特別償却又は税額控除の適用ができます。

ＤＸ税制の創設
税務申告書等については押印をする必要がなくなります。

申告書等の押印不要

コンサルティングアドバイザリー部  税理士 宅地建物取引士有資格者 石黒 大揮
過去の税制改正
パンフレット

株主A 株主B

買手側 売手側

買収会社A

買収先会社B

株式交付前

株主A 株主B

買手側 売手側

買収会社A

買収先会社B

株式交付後

対価として
交付

譲渡

買収会社A

要件：子会社とするための株式交付であること。
金銭交付する場合は譲渡株式の価額の20％以内とすること。

売手が買収会社の株式を譲渡したときに、繰り
延べられていた課税が実現して税負担が生じる。

自己株式

税制改正により、 株主Bの株式譲渡益は
繰り延べとなる。税負担なし！

POINT！

株主A 株主B

買手側 売手側

買収先会社B

株式交付の実行

買手、売手ともに
資金負担の少ないＭ＆Ａが実現。

以上の他にも改正項目が多くございますので、
当社コンサルタントにお問い合わせください。 
なお、毎年税制改正に関する資料も発行しております。

買収先会社株式

現状、退職所得については1/2が課税対象となり、税負担は
少なくなっています。今回の改正により、勤続年数5年以下の
従業員等については退職所得300万円を超える部分に対して、
この1/2課税ができなくなり税負担が増加することになります。

2021年度は、3年に一度の固定資産税評価額の評価替えの年に
当たります。評価替えはコロナ禍前の2020年1月時点の地価公
示に基づき実施されるため、評価額が上昇する土地もあります。
今回の改正により、このような土地でも2021年度に限り、固定
資産税額を増加させない措置が講じられます。
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3拠点にサテライトオフィスを設置
働き方改革の一環として12月7日より、秋葉原・府中・新横浜の3拠点でサテライトオフィスを開所いたしました。各オフィスには、
オフィス什器や通信設備、会議室等を配置し、各個人にゆとりのある執務スペースを確保しております。本社と変わらない執務
環境を従業員に提供し、業務効率向上を目指していきます。

相続・資産運用・事業承継に関するご相談がございましたら、お気軽にお問い合わせください。 ■ご意見、ご感想などございましたらこちらまで

azn-pr@azn.co.jp0120-022-313

青山財産ネットワークスグループ

平日／9：00～17：00

本冊子は、過去に当社にご相談いただいたお客様へ向けて、当社および当社グループ会社の業務に関する情報のご案内としてお送りさせていただいております。お客様の個人情報は、個人情報保護関連法及び当社の
プライバシーポリシーに従い、適切に管理させていただいております。今後、当社からのご案内をご希望されない場合は、お手数ではございますが、上記お問い合わせ先までお申し出ください。
株式会社青山財産ネットワークス　情報セキュリティー委員会事務局 

青山財産レポート事務局

照明、モニター、カメラ等の撮影機材も本格仕様

秋葉原 府中 新横浜

本社3階に「青山スタジオ」を新設
オンラインによるコミュニケーションが主流と
なる環境に対応し、当社では1月に動画撮影用の
スタジオを新設いたしました。外部へ向けたセミ
ナー配信を主軸に、採用活動や社員向けインナー
ブランディング動画の撮影にも活用する予定
です。今回のスタジオ新設により、WEBセミナー
等のオンラインコミュニケーションを拡充させ、
お客様へより一層良質で多角的な情報を提供
してまいります。

当社では、資産家・企業オーナー、地主、広い土地を利用されている
事業者の皆様を対象とした各種セミナーを定期的に開催しております。
最新情報は当社ホームページをご確認ください。

今後のセミナーや動画配信にご期待ください

WEBセミナーのご案内

https://www.azn.co.jp/seminar
「セミナーのご案内」にアクセスしてください。

210106


